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■複線型（分岐型）から単線型へ

●戦前の複線型学校体系と戦後改革による単線型への転換
●「６・３制」学校制度

■単線型の修正－「複線化」

●高等専門学校制度（後期中等教育段階＋前期高等教育段階）
●中等教育学校制度（義務教育としての前期中等教育段階＋

非義務教育としての後期中等教育段階）

■正系と傍系

●正系校としての「１条校」
（学校教育法第１条に規定する１０種－小学校、中学校、
高等学校、中等教育学校、大学、高等専門学校、盲学校、
聾学校、養護学校、幼稚園）

●「傍系」としての専修学校、各種学校

■生涯学習社会における制度の弾力化、柔軟化

●学校教育と学校外教育の連携
●学校制度の画一性、閉鎖性の解消

（Ⅰ－１ ）

学校体系



2（Ⅰ－２ ）

学校体系

（Ⅰ－２ ）

高等教育

18 19 20 21 22 23 24 25 26 27
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小学校 中学校

高等学校

中等教育学校

幼稚園

定時制高校
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後期課程
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下構型学校系統と上構型学校系統

・・・・・基礎教育学校

上構型学校系統

・・職業教育学校

大学

予備門(文法学校)

下構型学校系統

・・・・・

・・・・・

（Ⅰ－３ ）

学校体系
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小学校 2004年10月 小学校 2005年2月 小学校 2004年7月

幼稚園 2004年7月 中学校 2004年11月 高等学校 2005年3月

（Ⅰ－４ ）

学校体系
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■就学前教育機関としての幼稚園

●文部科学省所管の「教育施設」
●３歳児から５歳児を対象
●設置主体：国・地方公共団体・学校法人
（例外；非学校法人立の幼稚園）

■幼保一元化

●幼稚園と保育所の二元性
●少子化、就労状況の変化、行財政的
効率化等による幼保一元化要求

（Ⅰ－５ ）

就学前教育学校制度



6幼稚園と保育所

年齢（歳） 0 1 2 3 4 5

幼稚園 →小学校

保育所 →小学校

（Ⅰ－６ ）

就学前教育学校制度



7幼稚園に関する統計データ

14,061 49 5,649 8,363

計 1,753,393 6,626 356,770 1,389,997

3　歳　児 410,228 1,210 41,311 367,707

4　歳　児 642,804 2,731 135,415 504,658

5　歳　児 700,361 2,685 180,044 517,632

109,806 329 25,704 83,773

学校数（ヵ所）

在
園
児
数

本務教員数（人）

区　　分 合　計 国　立 公　立 私　立

（平成16年5月1日）現在（Ⅰ－７ ）

就学前教育学校制度



8七夕祭り 2004年7月
（Ⅰ－８ ）

就学前教育学校制度
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■小学校の設置

●国、地方公共団体、学校法人による設置
●設置義務（市町村）と就学義務（親権者）

■小学校の管理

●設置者による管理と経費負担
（設置者管理主義、経費負担主義－学校教育法第５条）
●義務教育費国庫負担制度
●県費負担教職員制度
●市町村教育委員会の内申権、服務監督権

（Ⅰ－９ ）

小学校制度



10公立小学校の管理構造

国
（文部科学省）

都道府県
（教育委員会）

義務教育（小学校）

市町村
（教育委員会）

県費負担教職員の
任免・給与負担

設置・県費負担教職員の服務監督

学習指導要領
教科書検定

義務教育費国庫負担

指導・助言・援助

指導・助言・援助

（Ⅰ－１０ ）

小学校制度



11小学校に関する統計データ

学校数（ヵ所） 23,420 73 23,160 187

学級数（クラス） 274,062 1,279 270,715 2,068

児童数（人） 7,200,933 46,958 7,084,675 69,300

本務教員数（人） 414,908 1,763 409,665 3,480

区　　分 合　計 国　立 公　立 私　立

（平成16年5月1日）現在

（Ⅰ－１１ ）

小学校制度



12小学校（総合的な学習の時間）（Ⅰ－１２ ）
2004年6月

小学校制度
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■中学校の意義
●単線型６－３－３－４制学校体系における単一の前期中等教育機関
●義務教育機関として中等段階教育の保障

■中学校の設置
●国、地方公共団体、学校法人による設置
●設置義務（市町村）と就学義務（親権者）
●中等教育学校による義務教育の前期中等教育段階の二元化

－都道府県による前期中等教育学校の設置

■中学校の管理
●設置者による管理と経費負担

（設置者管理主義、経費負担主義－学校教育法第５条）
●義務教育費国庫負担制度
●県費負担教職員制度
●市町村教育委員会の内申権、服務監督権

（Ⅰ－１３ ）

中学校制度



14公立中学校の管理構造

国
（文部科学省）

都道府県
（教育委員会）

義務教育（中学校）

市町村
（教育委員会）

指導・助言・援助

指導・助言・援助県費負担教職員の
任免・給与負担

設置・県費負担教職員の服務監督

学習指導要領
教科書検定

義務教育費国庫負担

（Ⅰ－１４ ）

中学校制度



15中学校に関する統計データ

学校数（ヵ所） 11,102 76 10,317 709

学級数（クラス） 118,275 864 110,798 6,613

生徒数（人） 3,663,513 33,453 3,394,055 236,005

本務教員数（人） 249,794 1,640 235,317 12,837

区　　分 合　計 国　立 公　立 私　立

（平成16年5月1日）現在

（Ⅰ－１５ ）

中学校制度



162004年11月
（Ⅰ－１６ ）

中学校制度
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■中等教育学校の意義
●それまでの中学校と高等学校の制度理念の違いによる中等
教育の不連続性を解消
●前期中等教育と後期中等教育を一貫して施すことをねらい

■中等教育学校設置の形態
●単一の学校として単一の設置者によるものが「中等教育学校」
●公立の場合は、都道府県と市町村が設置者
●中高一貫教育の実施形態－
「中等教育学校」、「併設型の中学校・高等学校」、
「連携型の中学校・高等学校」

■中等教育学校制度の運用
●修業年限－６年（前期課程－３年、後期課程－３年）
●公立学校－前期課程は授業料非徴収
●公立学校－学力検査によらない入学選考
●途中における中学校、高等学校への転編入は可能

（Ⅰ－１７ ）

中等教育学校制度



18中高一貫教育の類型

a. 中等教育学校

1 2 5 6

b. 併設型

1 2 3 1 2 3

c. 連携型

1 2 3

1 2 3
高等学校(3年)

後期課程(3年)前期課程(3年)

中学校(3年) 高等学校(3年)
+

+

3 4

中学校(3年)

（Ⅰ－１８ ）

中等教育学校制度



19中等教育学校に関する統計デ－タ

18 2 7 9

前期課程（人） 6,051 1,419 1,277 3,355

後期課程（人） 2,136 696 230 1,210

470 87 136 247

生
徒
数

学校数（ヵ所）

本務教員数（人）

区　　分 合　計 国　立 公　立 私　立

（平成16年5月1日）

（Ⅰ－１９ ）

中等教育学校制度



20（Ⅰ－２０ ）

中等教育学校制度

2004年10月
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■高等学校の制度類型

●全日制、定時制、通信制
●学年制、単位制
●普通教育学科、専門教育学科、総合学科
●本科、専攻科、別科

■高等学校の教育課程

●教科、特別活動、総合的な学習の時間
●普通教育科目と専門教育科目
●卒業要件：７４単位以上

（Ⅰ－２１ ）

高等学校制度



22義務教育後学校教育の多様化

高等学校

高等専門学校前期課程

中等教育学校後期課程

各種学校各種学校

専修学校(高等課程－高等専修学校)

中学校

定時制 通信制

学年制 単位制

普通科教育学科 専門教育学科 総合学科

本科 別科

全日制

（Ⅰ－２２ ）

高等学校制度



23高等学校に関する統計データ

学校数（ヵ所） 5,429 15 4,093 1,321

学科数 8,242

生徒数（人） 3,719,048 8,853 2,612,679 1,097,516

本務教員数（人） 255,605 594 194,925 60,086

普通科：4,990／職業科：2,998／総合：189

区　　分 合　計 国　立 公　立 私　立

（平成16年5月1日）現在
学科数に関しては14年5月1日

（Ⅰ－２３ ）

高等学校制度



242005年3月
（Ⅰ－２４ ）

①

②

高等学校制度
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■高等専門学校の特徴

●産業界の要請により１９６７年に開設
●義務教育後、５年一貫の技術系教育機関
●専門領域として工業系と商船系

（学科としては他に情報、経営など）
●後期中等教育（高等学校）と
前期高等教育（短期大学）の性格を併せ持つ

●単線型学校体系の修正－制度的閉塞性と大学への編入学

■高等専門学校の組織編制

●教育組織としての学科
●学年学級制－１学級４０人
●大学に準じた教員組織と非大学型管理運営組織

（Ⅰ－２５ ）

高等専門学校制度



26高等専門学校の制度的位置

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

中 学 校
高 等 学 校

高 等 専 門 学 校

大学・短大
小 学 校

（Ⅰ－２６ ）

高等専門学校制度

（就学期間）



27高等専門学校に関する統計データ

（平成16年5月1日）現在
学校内訳に関しては14年5月1日

学校数（ヵ所） 63 55 5

*工業高専 ： 57  49 5

*商業高専：5 5 0

学生数（人） 56,076 49,272 4,532

大学への進学者数
（進学率） 3,929（39.2） 3,557（40.7） 242（29.8）

本務教員数（人） 4,473 3,936 379

学校内訳

区　　分 合　計 国　立 公　立

（Ⅰ－２７ ）

高等専門学校制度



28（Ⅰ－２８ ）

①

高等専門学校制度

② ③ ④

2005年5月
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■概念と制度類型
●高等教育機関、中等教育後教育機関、第３段教育機関
●短期大学、大学、大学院
●２年制、３年制、４年制、（５年制）、６年制

■日本の大学の特徴
●量的拡大－大衆化
●受験競争と大学間格差
●研究機能の重視と教育機能の軽視

■大学改革の動向
●少子化と大学の再編統合
●短期大学の４年制大学への転換
●国立大学の法人化
●専門職大学院

（Ⅰ－２９ ）

大学（短大・大学院）制度



30国立大学法人の経営管理システム

学長

理事

学長選考委員会

学長
役員・職員
学外委員
（2/1以上）

学長
役員
部局長等
その他

経営協議会 役員会 教育研究評議会

監事

（Ⅰ－３０ ）

大学（短大・大学院）制度



31

学校数（ヵ所） 508 12 45 451

学生数 233,754 2,975 16,510 214,269

本務教員数（人） 12,740 240 1,418 11,082

区　　分 合　計 国　立 公　立 私　立

学校数（ヵ所） 709 87 80 542

学生数（人） 2,809,295 624,389 122,864 2,062,042

本務教員数（人） 158,770 60,897 11,188 86,685

区　　分 合　計 国　立 公　立 私　立

短期大学

大学

（平成16年5月1日）現在

（Ⅰ－３１ ）

大学（短大・大学院）制度



32大学入試センター試験の風景（Ⅰ－３２ ）

大学（短大・大学院）制度

2005年1月
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■障害児教育学校の設置義務

●都道府県

■障害児教育学校の学級編制

●特殊学級－８人
●特殊教育諸学校：小・中学部－６人、高等部－８人、重複学級－３人
●都道府県による弾力的な基準設定

■障害児教育学校制度の弾力化、柔軟化

●重複障害と障害の多様化
●特別支援教育

（Ⅰ－３３ ）

障害児教育学校制度
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■障害児教育学校

盲学校
聾学校
養護学校 － 知的障害、肢体不自由、病弱

■障害児教育学級

知的障害、肢体不自由
身体虚弱、弱視
難聴、その他

■通級指導教室

■訪問教育

障害児教育学校・学級等の種別（Ⅰ－３４ ）

障害児教育学校制度



35障害児教育学校に関する統計データ

（平成16年5月1日）現在

盲学校 71 1 68 2

聾学校 106 1 104 1

養護学校 822 43 767 12

盲学校 3,870 182 3,597 91

聾学校 6,573 273 6,235 65

養護学校 88,353 2,597 85,097 659

盲学校 3,409 83 3,288 38

聾学校 4,935 88 4,816 31

養護学校 53,912 1,279 52,443 190

学
校
数

児
童
・

生
徒
数

本
務
教
員
数

区　　分 合　計 国　立 公　立 私　立

（Ⅰ－３５ ）

障害児教育学校制度
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①②

2005年3月（Ⅰ－３６ ）

障害児教育学校制度
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■性格
●「非正系」の教育機関（非一条校）
●各種学校の制度的整備としての専修学校
●生涯学習社会と教育機会の多様化

■制度的位置
●専修学校－後期中等教育または高等教育と同等
●各種学校－他の法律に規定のない他のいずれにも該当しない学校

専修学校に準ずる学校、予備校、外国人学校

■設置
●国
●地方公共団体
●その他－法人たることを必要としない
専修学校－必要な経済的基礎、知識・経験、社会的信望をもつもの

■教育領域
●工業、農業、医療、衛生、教育・社会福祉、商業実務、服飾・家政、
文化・教養

（Ⅰ－３７ ）

専修学校・各種学校制度
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■専修学校の課程

●高等課程 － 中学卒業を資格とする（高等専修学校）
●専門課程 － 高等学校卒業を資格とする（専門学校）
●一般課程 － 特に資格を求めない

■専修学校の基準

●修業年限－１年以上
●授業時数－年間８００時間以上

（夜間の場合は４５０時間以上）
●生徒数－常時４０人以上
●教員数・校舎面積－課程、学科、生徒数による最低数

（Ⅰ－３８ ）

専修学校・各種学校制度



39専修学校、各種学校に関する統計データ

学校数（ヵ所） 3,444 15 201 3,228

生徒数（人） 792,054 1,124 28,944 761,986

本務教員数（人） 40,663 164 2,634 37,865

区　　分 合　計 国　立 公　立 私　立

専修学校

学校数（ヵ所） 1,878 20 1,858

生徒数（人） 178,117 － 1,344 176,773

本務教員数（人） 11,267 － 82 11,185

区　　分 合　計 国　立 公　立 私　立

各種学校

（平成16年5月1日）現在

（Ⅰ－３９ ）

専修学校・各種学校制度
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①

⑤④③②

専門学校（Ⅰ－４０ ）

専修学校・各種学校制度

（2005年7月）
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背景と条件

●江戸時代後期の成熟性
経済－「米遣りの経済」
商業資本の発達、為替‘信用経済の成立、
流通・交通の整備
単一商品(米)同一価格一

宗教・文化－「還俗された中世」
政治権力の宗教権力に対する優位性
仏教、神道、儒教(儒学）の共存

教育－「世界一の識宇率」
教育に対する政治的非統制
庶民教育機関としての寺子屋一盛時は2万校

●開国－近代化とバランス・オブ・パワー－列強の同
時的関与
●政治権力の非腐敗性－エトスとしての儒学

近代学校制度と欧米モデル
●「学制」(1872）－制度:フランス、理念:イギリス、教育
方法=アメリカ
●「教育令」（1879)－アメリ力的自由主義と就学非強制
●「改正教育令」(1880〕－ドイツ的国家管理主義

森有礼と日本型公教育
●公教育の本質的把握－「国民精神の涵養」(国家
による国民形成)
●4学校令(小学校令、中学校令、大学校令、師範
学校)と目的の明確化
●「後発資本主義国」と国家主導の公教育経営の
効率化
●「教育勅語」(1890)と実業教育の振興

天皇制国家の確立と義務教育制度の確立
●義務教育の無償化(1900)と就学率の向上
●義務教育の6年への延長(1907)

明治期における公教育制度の確立とその枠組みに
おける発展
●高等教育機関の整備と教育機会の拡充
●「大正自由教育」と新教育運動
●第二次世界大戦と教育の軍国主義化

戦後教育改革と教育の民主化

（Ⅰ－４１ ）

日本の近代化と公教育制度
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教材の構成 (1)

1部

Ⅰ 日本の学校制度の概要
スライド数（41）

1 学校教育体系
2 就学前教育制度
3 小学校教育制度
4 中学校教育制度
5 中等教育学校制度
6 高等学校教育制度
7 高等専門学校制度
8 大学教育制度
9 障害児教育学校制度

10 専修学校・各種学校
11 日本の近代化と公教育制度

Ⅱ 教育行財政
スライド数（87）

1 教育法規の体系
2 教育基本法
3 教育行政をめぐる改革動向(1)
4 教育行政をめぐる改革動向(2)
5 教育委員会
6 文部科学省
7 文部科学省の指導行政
8 教育財政と負担構造
9 法律に定める学校

10 学校の設置・管理
11 学校施設・設備の基準と学級規模等の基準
12 就学と不登校
13 学校の自己評価・第三者評価
14 教育情報の公開・開示
15 学校評議員制度
16 教科書・補助教材
17 児童生徒の懲戒
18 特別支援教育制度
19 認定就学者制度
20 へき地教育
21 中学校夜間学級(夜間中学) 
22 中学校卒業程度認定試験

Ⅲ 日本の社会教育の概要
スライド数（43）

1 社会教育施設1（公民館）
2 社会教育施設2（図書館）
3 社会教育施設3（博物館）
4 社会教育主事
5 青年の家・少年自然の家
6 社会教育関係団体
7 社会通信教育
8 社会教育生涯スポーツ
9 カルチャーセンター



43

教材の構成 (2)

2部

Ⅳ 教育課程編成と実施
スライド数（74）

1 教育課程の全体構造
2 カリキュラム開発の過程
3 教育目標と教育課程
4 教育課程と学習指導要領
5 単元構成と教材研究
6 指導計画と学習指導案
7 評価（児童・生徒対象）
8 授業評価・カリキュラム評価
9 学習指導の形態

10 小学校における各教科
11 道徳
12 特別活動1 （学級活動・ホームルーム活動）
13 特別活動2 （児童会活動・生徒会活動）
14 特別活動3 （クラブ活動）
15 総合的な学習の時間
16 部活動

Ⅴ 学級経営・生徒指導
スライド数（43）

1 学級経営計画
2 学級目標
3 学級活動・係活動・班活動・日直
4 学級通信
5 異年齢集団活動
6 不登校
7 不登校への対応策
8 家庭訪問
9 スクールカウンセラーと

心の教室相談員
10 生徒指導会議
11 学級費

Ⅵ 学校運営
スライド数（34）

1 学校経営
2 学校経営計画
3 学校教育目標
4 カリキュラム経営
5 職員会議
6 校長の職務・力量
7 民間人校長
8 校務分掌
9 主任制

10 学校評価
11 教員評価
12 学校の危機管理
13 学校選択制
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教材の構成 (3)

Ⅷ 教員資格・養成・任用・研修
スライド数（40）

1 教員の資格
2 教員養成
3 教員資格認定試験
4 教員の資格
5 教員研修
6 校内研修
7 スクールリーダーの研修
8 教員給与
9 教員処分

2部

Ⅶ 地域・保護者との連携
スライド数（75）

1 PTA活動
2 家庭訪問
3 授業参観
4 保護者懇談会
5 通知表
6 連絡帳
7 学校便り、学年便り、学級便り
8 学校のホームページ
9 地域の人材活用

10 職場体験
11 地域学習
12 学校評議員
13 学校開放
14 複合施設
15 子ども会
16 地域教育連絡協議会
17 子ども100番の家
18 保護者支出の学校教育費
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教材の構成 (4)

3 部

Ⅸ 学校の生活と文化

・ 学校の行事
スライド数（15）

1 学校の行事
2 入学式
3 始業式
4 全校朝礼
5 遠足
6 運動会 1
7 運動会 2
8 持久走
9 宿泊学習

10 修学旅行
11 健康診断
12 避難訓練
13 音楽会
14 終業式
15 卒業式

・ 教師の一日
スライド数（13）

16 教師の一日
17 朝の会
18 授業の準備
19 教える
20 教えるための技術
21 中休み・昼休み
22 給食の時間 1
23 給食の時間 2
24 そうじの時間
25 帰りの会
26 職員室
27 教師のつくえ
28 生活指導

・ 子どもの一日
スライド数（15）

29 子どもの一日
30 集団登校
31 朝の会
32 学級の係
33 授業の前
34 授業中
35 中休み・昼休み 1
36 中休み・昼休み 2
37 中休み・昼休み 3
38 遊ぶ
39 給食の前後
40 職員室
41 帰りの会
42 下校
43 放課後

・ 学校の生活
スライド数（29）

44 学校の生活
45 あいさつ
46 集団の規律
47 名前・名札
48 準備と片づけ
49 給食袋
50 記録する
51 くつと上ばき
52 給食の時間
53 給食の協働
54 給食の献立
55 そうじの協働
56 そうじの場所
57 飼育・栽培
58 掲示物 1
59 掲示物 2
60 掲示物 3
61 保健室
62 男女共学

63 保健教育
64 好きなもの・嫌いなも

の
65 制服
66 校章・校歌
67 優勝旗・賞状
68 国旗・時計
69 卒業記念
70 AET
71 掲示物 4
72 教師の学習
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教材について

日本語・英語－－－PDF fail研修モジュール

言語

－

解説書

スライド集ＣＤ

大学留学生センター

－

解説書

スライド集ＣＤ

国際交流基金JICA関係機関CRICEDのHP

日本語・英語

日本語・英語

日本語・英語

－PDF fail教材索引

解説書PDF fail教材解説書

スライド集ＣＤPDF fail教材

○教材開発の背景
開発途上国の初等中等教育整備を進めるためには、教育経営・教育制度・社会教育・教員研修等の整備が条件となる。
日本は、これまで多くの教育経験を蓄積してきているが、その中には開発途上国にとって有効の情報、あるいは、先進諸
国の教育協力と比較して優位性をもつ情報が含まれている。実際、開発途上国では、欧米モデルではない、日本の教育
モデルへの関心は非常に高かったが、これまでそうしたニーズに適切に応えてきたとはいえない。そのためには、日本の
教育経験に関する情報を整備・再構成して、開発途上国と共有化できるように整備する必要があった。

○教材開発事業の目標と予算

教育協力事業では、相手国の教育事情の特徴及び途上国の教育関係者がもつニーズを十分に理解したうえで、日本の
経験や情報の、何を、どのように、伝えるかの吟味が必要である。また、教育協力活動の形態は、日本での受け入れ研修、
現地での派遣研修、現地教育関係者による研修など様々である。本事業は、そうした吟味を踏まえた、あらゆる教育協力
現場で有効な教材を編集するだけでなく、教材開発と教授方法に関する情報データベースの構築を図ろうとするものであ
る。この主旨に対し文部科学省拠点システム構築委託事業「日本の教育経験における情報整備事業－教育経営・教員研
修分野を中心として－」として予算が確保された。

○教材の種類・形態・所在・言語

教材使用についてのお願い

この教材の著作権はCRICEDが有し、掲載された写真・図・表・解説を無断で編集したり、転載することを禁
止します。また開発途上国に対する国際教育協力を目的とした研修以外でこの教材を使用する場合には、あら
かじめCRICEDに使用目的と使用方法を連絡し、承諾を得るようにしてください。
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研修モジュールの作成方法

この教材は9領域113項目に関する概説・図表・写真を掲載した509スライドで構成され
ています。仮に、スライド1枚を1分間で説明したとして、教材全体の説明には、509分＝
8時間以上必要になります。

実際には、研修の目的・対象に応じて、必要なスライドを抜き出して、プレゼンテーショ
ンを行うことが現実的です。こうした研修の使用目的・対象などを特定したスライドのセッ
トを、ここでは研修モジュールとよぶことにします。

CRICEDでは、さまざまな研修モジュールをHP上で公開しているので、これを参考にし
て、各機関のスライド集CDやHP上のPDFファイルから、自分用の研修モジュールを作
成してください。

●スライド集CDから研修モジュールを作成する方法

i.  スライド集CDのファイルを自分のパソコンに移す。

ii. プレゼンテーション用ソフトの新規画面を開く。

iii. 挿入→ ファイルからスライド→元の書式を保存する→スライドを選択する
（“元の書式を保存する” を選択しないと、背景や文字・線の配色が変化してしまうので注意する）

●HPのPDFファイルから研修モジュールを作成する場合には、Acrobatが必要です。
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執筆者・研究協力者一覧

教材執筆者

Ⅰ 日本の学校制度の概要 堀内 孜
Ⅱ 教育行財政 窪田 眞二

Ⅲ 日本の社会教育の概要 手打 明敏
Ⅳ 教育課程の編成と実施 木村（飯田）

範子
Ⅴ 学級経営・生徒指導 浜田 博文
Ⅵ 学校経営 小島 弘道

Ⅶ 地域・保護者との連携 水本 徳明
Ⅷ 教員資格・養成・任用・研修小島 弘道
Ⅸ 学校の生活と文化 村田 翼夫

／鎌田 亮一

研究協力者
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手打明敏 筑波大学・教授
水本徳明 筑波大学・助教授
浜田博文 筑波大学・助教授
堀内 孜 京都教育大学・教授
村田翼夫 大阪成蹊大学・教授
大塚 豊 広島大学・教授
西野節男 名古屋大学・教授
斉藤泰雄 国立教育政策研究所・統括研究官
渋谷英章 東京学芸大学・教授
橋本美保 東京学芸大学・助教授

木村（飯田）範子
筑波大学・講師

村田敏雄 国際協力総合研修所国際協力専門員（教育）

鎌田亮一 筑波大学大学院人間総合科学研究科
柳林信彦 筑波大学大学院人間総合科学研究科
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写真取材協力（順不同）

写真提供

茨城県 自然博物館

茨城県 県教育委員会義務教育課

茨城県 洞峰公園

茨城県 土浦養護学校

茨城県 県教育研修センター

茨城県 県南生涯学習センター

茨城県 結城郡八千代町地域女性団体連絡会

茨城県 茨城県庁

茨城県 財団法人いばらき文化振興財団

アクアワールド茨城県大洗水族館

北茨城市 中郷第一小学校

志木市立 志木小学校

品川区立 戸越台中学校

高千穂町立 岩戸小学校

つくば市 竹園東中学校PTA

つくば市 竹園西小学校PTA

つくば市 教育委員会

つくば市 中央図書館

つくば市 春日公民館

つくば市 豊里公民館

つくば市 小野川公民館

つくば市 西公民館

つくば市 つくば少年柔道大会

つくば市 少年サッカー大会

つくば市 筑波学園郵便局

つくば市 筑波大学総務・企画部広報課

つくば市 つくば中央警察署

つくば市 ピーターパン（パン店）

つくば市 吾妻保育所

つくば市 NPO法人アサザ基金

つくば市 友朋堂書店

つくば市 おはなしの泉

つくば市 学校法人筑波研究学園専門学校

つくば市 市進学院つくば教室

つくば市立 竹園西小学校

つくば市立 竹園東小学校

つくば市立 筑波第一小学校

つくば市立 筑波小学校

つくば市立 田井小学校

つくば市立 三笠小学校

つくば市立 手代木南小学校

つくば市立 上郷小学校

つくば市立 菅間小学校

つくば市立 吾妻小学校

つくば市立 吾妻中学校

つくば市立 竹園東中学校

つくば市立 竹園西幼稚園

土浦市 ボーイスカウト土浦第3団

土浦市 土浦ドッジボール協会

土浦市 大岩田地区子ども会

土浦市立 第二高等学校

東京都 筑波大学附属小学校

東京都 NPO法人東京シューレ

東京都立 都立航空工業高等専門学校

藤沢市 紀伊国屋旅館（藤沢市）

水戸市 教育委員会

水戸市 教育委員会義務教育課

水戸市 総合教育研修センター

水戸市 読売・日本テレビ文化センター水戸

水戸市立 浜田小学校

宮崎県立 五ヶ瀬中等教育学校

宮崎市立 住吉小学校

独立行政法人教員研修センター

日本青年団協議会
学校法人日本放送協会学園高等科
杉並区立社会教育センター
水戸市立浜田小学校
五ヶ瀬町立上組小学校
浜田博文（筑波大学） 窪田眞二（筑波大学） 手打明敏（筑波大学）
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